
⑤厚生年金保険法・社会保険に関する
一般常識



厚年

・数字＋起算日



改正



社一

仕組み

仕組み

改正

・幅広く出
題
・同じ法令
が連続する
こともある

統計（基幹統計調査）





まとめ

確定拠出年金　 (個人型)

年金制度の概要

厚生年金保険付加年金 国民年金基金

確定拠出年金
(企業型)

確定給付
企業年金

国民年金（基礎年金）

【国民年金】
第１号被保険者

【厚生年金】
第１号・第４号厚生年金被保険者

【厚生年金】
第２号・第３号厚生年金被保険者

【国民年金】
第３号被保険者

１
階

２
階

３
階



まとめ 確定拠出年金の掛金

確定拠出年金　 (個人型)

確定給付
私学共済など

（他制度） 確定拠出年金　 (企業型)

55,000円

23,000円

35,000円

20,000円
確定拠出年金　 (個人型)

付加年金

　　　　　　　　国民年金基金

【国民年金】
第１号被保険者

２
階

３
階

or

合計68,000円

のみ

のみ

同時

同時

27,500円

15,500円

12,000円

同時

同時

同時

【厚生年金】
第１号・第４号厚生年金被保険者

【個人型】
●第２号・第３号厚生年金被保険者（公務員）：12,000円
●国民年金第３号被保険者：23,000円

３
階



施行日 改正の概要

令和２年６月５日
等

【社一】
●確定給付企業年金法
老齢給付金の支給開始時期について、事業主等は60歳から70歳までの範囲で規約に定めることができ
るものとされた。
●確定拠出年金法
・簡易企業型年金の実施について、実施する企業型年金の企業型年金加入者の資格を有する者の数の
要件を100人以下から300人以下とするものとされた。
・中小事業主掛金を拠出できる中小事業主の範囲について、その使用する第１号厚生年金被保険者の
数を100人以下から300人以下とするものとされた。

令和３年４月１日 【厚年】
・賃金変動が物価変動を下回る場合に賃金変動に合わせて年金額を改定する考え方を徹底するなど、
所要の改正が行われた。
・脱退一時金の額について、被保険者であった期間の平均標準報酬額に、保険料率に２分の１を乗じて
得た率に被保険者であった期間に応じて政令で定める数（６～60）を乗じて得た率を乗じて得た額とする
など、所要の改正が行われた。



最高65万、32等級

健保：
５万８千（ごは
ん）139万（いっ
さい食わん）が
50（健康）
厚年：
８万８千（母）65
万（老後）は32

（札）で安心 健保：５万８千（ごは
ん）139万（いっさい
食わん）が50（健康）
厚年：
８万８千（母）65万
（老後）は32（札）で
安心



被保険者
負担分

６～60



➀
③

②
②

④

④

④

➀

➀

③



定型印のイメージ

付記印のイメージ

社労士法第十七条の付記

労働者名簿・出勤簿・賃金台帳





１か月以上５年以下





６か月ごと、10の区分



５→６→７


